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1 ° は じ め に

本研究は，生涯学習プログラム編成に影響を及ぼす要因を生涯学習施設・機関
の種類別に実証的に解明しようとするものである。生涯学習プログラム編成に影
響を及ぼす要因を明らかにすることは，生涯学習プログラム編成方法論を構築す
るための一つの手がかりを提供すると考えられる。
生涯学習プログラム編成をとらえるといってもさまざまな方法があると思われ

るが，ここでは準備活動と学習活動計画の違いに着目してそれをいくつかの類型
に分類し，さらに実際の事例をその枠組みを用いて分析する方法を用いることと
した。本分析にあたっては，これまでに作成した類型化の枠組み!!’を基に，準
備活動の類型をより細分化するよう若干の修正を加えた。それによって，生涯学
習プログラム編成をより詳しく明らかにすることができると考えたためである。
筆者はこれまでの研究において，学習施設からみて内的要因と考えられる要因

から，生涯学習プログラム編成に影響を及ぼすいくつかの規定力の強い要因を析
出した。また公民館と民間施設の違いによって，規定要因の種類や規定力にも差
の認められることや，学習施設内の人的要因が学習者の応募率や修了率にも影響
を及ぼすことなどを明らかにした(2)。しかし，これまでの生涯学習施設間の比
較分析は，限られた種類の学習施設の事例を対象としており，また分析に用いた
内的要因も数少ない要因に限定されたものであった。
そこで本稿では，分析対象とする生涯学習施設・機関の種類，及び内的要因数

を増加し，新たに修正を加えた枠組みを用いて学習施設・機関の種類別に生涯学
習プログラム編成のさらなる特徴，及び規定要因を明らかにすることとした。具
体的には，生涯学習施設・機関の中でも児童館，ボランティアセンターなど､の福
祉関連施設，公民館，社会教育館などの社会教育施設，生涯学習課，社会体育課
などの生涯学習関係行政機関，カルチャーセンターや商業スポーツクラブなどの
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民間施設の計５種類を取り上げ，それぞれの生涯学習プログラム編成に影響を及
ぼす要因を分析することとした。なお，本研究は東京都立教育研究所が平成５年
度に実施した調査データを基に，再分析を試みたものである(3)。ここでは，そ
の調査によって収集された，都内734の生涯学習施設・機関において実施された，
高等学校年齢段階以下の青少年を対象とする総計2803事例の生涯学習プログラム
を分析の対象としている。

2．研究の方法

２-１生涯学習プログラム編成の類型と分類基準
(1)生涯学習プログラム編成の４編成方式

｜ ’以下では前述の準備活
動と学習活動計画の違い
により生涯学習プログラ
ム編成を類型化する分析
枠組を説明する。これに
よれば，生涯学習プログ
ラム編成を４編成方式と
準備活動段階の６型に類
型化可能である。

図１生涯学習プログラム編成の４編成方式

図１は，生涯学習プログラム編成が学習活動計画の違いによって４編成方式
に分けられることを示している。４編成方式とは，学習活動計画が１コマのみ
で計画される「単発型編成方式」と複数のコマで計画される「集積型編成方
式｣，さらに学習活動の展開に先立ち予め各コマ毎の学習内容，学習方法，講
師名などを記述した何らかの学習活動計画案（ここではそれを単に「プログラム」
とする）を作成する「事前計画型編成方式」とそれを作成せずに学習活動の展
開を講師・助言者や学習者に任せる「各コマ自由型編成方式」である（表l)。
４編成方式の具体的な事例を考えてみると,1コマのみで行われる講演会や

音楽鑑賞会などは「単発型編成方式」に含まれるであろう。また，複数のコマ
で計画される学級・講座などは「集積型編成方式」と考えられる。さらに，学
習活動に先立ち予め各コマ毎の学習内容や学習方法などを記述したプログラム
を作成する学級・講座は「事前計画型編成方式」であるが，趣味やスポーツな
どで，各コマごとの学習内容や学習方法を全て講師・助言者等に一任し，プロ
グラムを作成しない場合は「各コマ自由型編成方式」に類型化されると考えら
れる。

単 発 型
編成方式

集 積 型
編 成 方 式

事前計画型
編 成 方 式

各ｺﾏ自由副
編 成 方 式

事前計画型
編成方式式

各ｺﾏ白中濁
編成方式
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ここではそれらの４編成方

表１４編成方式とその分類基準式の中でも，単発型・集積型
分 顛 基 串

１ｺﾏのみで学習活動の計画を行う

複散のコマで学習活動の計画をｲ｢う

４ 幅 成 方 式
単 発 型 幅 成 方 式

災 積 型 幅 成 方 式

の２編成方式が最も上位に位
置づき，それぞれに事前計画
型と各コマ自由型編成方式が
存在すると考えることとした。
なお，ここでいう「編成方
式」とは，生涯学習プログラ
ム編成の原理を意味している。

学習活動を展開するにあたり，各コマ毎の学習感動を
計画したペーパーﾌﾗﾝとしての学習活動;+画案（こ
こでは単に「プログラム」という）を作成する。

事1111計画型幅成方式

学習摺動を展開するにあたり，各コマ毎の学習活動を
計画したペーパープランとしての学習活動』|画案（こ
こでは単に｢プログラム」という)を作成しない

名ｺﾏ｢1由型阻成方式

(2)準備活動段階の生涯学習プログラム編成の類型化
さらに生涯学習

プログラム編成は，
準備活動の違いに ｜ 理 ’ ｜ … ｜

禧蕊斐需雨司,"|,|".E|"|"1"
まず何らかの形で図２準備活動段階の生涯学習プログラム編成の類型
準備活動に該当す
ると思われる作業を行ったか否かによって「準備型」と「無準備型」に分けら
れる。さらに実施された準備活動自体の違いにより，「準備型」は，(1)学習者
中心型，(2)社会的要請中心型，(3)提供者中心型，(4)マルチ型，(5)その他の型の
５類型に細分化可能と考えられる。図２は「準備型」の５類型と「無準備型」
の関係を示したものである。
各類型の分類基準についてより具体的に述べると，「学習者中心型」とは地域

の学習希望凋査や学習対象者等との話し合いを実施するなど，学習者の学習要
求や関心等を把握するための作業を行う型である。「社会的要請中心型」とは，
地域社会の教育・学習目標や課題を考慮したり，国や都道府県などから出され
る各種答申を調べるなど，社会一般に求められる教育的要請を把握する作業を
行う型である。さらに「提 表２準備活動段階の類型とその分類基準
供者中心型」とは，学習機
会を提供する側が，予め講
師・助言者との話し合いを
行なったり，他の学習施設
の情報収集などを行う型で
ある。「その他の型」は上

分 麺 歴 醜邸備渦動段階の類型
【屯傭剰】
､学習者中心型
Ｌ社会的要禰中心型
I提供台中心型
Ｌその他の型
1．マルチ型

学習希望淵査や学習対象者との謡し合いを行う
社会の数育的雷#を矛麗する
浪肺・助言者との話し合いや他施設梓の↑#開収婁を行う
上記の1̅3以外の何らかの準備作鷺をｲ『う
上紀のｌ～４の準備作婁の２瞳以上をｲ『う

ｌ
２
ａ
４
書
ａ

【蛭や備型】
６錘郎備型 準備店動も何も行わない
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記の３種以外の準備作業を行う型である。最後の「マルチ型」は，それら４種の
準備型の中で２種以上の作業を行う型である（表2)。なお，生涯学習プログラ
ム編成の準備活動類型は，前掲の４編成方式の下位に位置づく分類である。型
は編成方式に比べてより具体的な学習プログラム編成作業の違いを現している。

２-２生涯学習プログラム編成に影響を及ぼす要因
本研究では,上記のような生涯学習プログラム編成の違いが，生涯学習プログ
ラム編成を取りまくさまざまな要因の影響によって生じるものと考えた。そして
ここでは，影響を及ぼすさまざまな要因の中でも．各学習施設・機関からみて内
的要因と考えられる要因の中から，規定力の強い要因を明らかにしたいと考えた。
図３は，本分析で取り上げる20の内的要因を，人的要因，物的要因，財政的要因，
学習関係要因，その他の要因の各要因群に分けて示したものである。
具体的にみると人的要因としては「総職員数」「正規職員数」「事業対象者の

種類」「指導・助言者の種類」「事業発案者の種類」「事業の実施主体」の計６
要因を取り上げ，物的要因としては「学習施設・機関の種類」「学習施設・機関
の設置主体」の計２要因を取り上げた。また財政的要因としては「参加費用」を
取り上げ，学習関係要因としては「学習目標の有無」「学習内容」「学習方法」
「学習形態」「実施曜日」「学習時間帯」「学習回数」の計７要因を取り上げた。
さらにその他の要因として「プログラム作成の有無」「プログラム作成者の種
類」「準備活動の有無」「準備活動の種類」の計４要因を取り上げることとした。
実際の分析にあたっては，各要因に含まれるカテゴリー別に総計55項目のデー

タを調べ，各類型との関連を
1．畦、尚散
２正規轍間散
a事菓対縦者の磯餉
４指毎･助言者の僅顛
風事葵発婁呂の種盟
6．寧婁の実施主体
7.学習施設・鰻問の櫓顛
8学習施設･磯刊の設置主体
9．参加費用

１０．学習目標の有騒
11．学習内容
１２学習方法
13．学習形害
１４．更施曜【1
15．学習時間帯
16．学習回数
１７. ﾌ ﾛ ｸ ﾗ ﾑ作成の有簸
１８ﾌ ﾛ ｸ ﾗ ﾑ作成者の穐額
１９．準備店動の有壕
20.敏備活動の穐額

クロス集計やX２検定を用いて
分析し，規定要因の重みを林
の数量化理論第Ⅱ類（４）を用い
て明らかにした。

２-３本調査の概要
本研究の分析にあたっては，

前述の東京都立教育研究所が
平成５年度に実施した調査
データを用いた。具体的には，
都内の計734の生涯学習施設・
機関で実施された総計2803事磯閨で実施された総訂zU叱學図３本分析で取り上げる生涯学習プログラム

編成に影響を及ぼす内的要因例を分析の対象とした。本分
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表３サンプル数および回収状況
析に用いたサンプル
数及び，サンプルの
回収状況は表３に示
すとおりである’3｝･
有効回収率は６８．７％
であった。
なお，ここでいう
「福祉関連施設」と
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であり，「地域関連施設」とは知事部局や市町村長部局管轄の区民センターやコ
ミュニティセンター等を意味している。「社会教育施設」は公民館・社会教育館，
青少年教育施設，図書館，博物館，体育館を取り上げ，「関係行政機関」として
は，青少年対象事業を実施していると考えられる生涯学習課（社会教育課)，社
会体育課，青少年対策課を取り上げた。民間施設としては，カルチャーセンター
及び，商業スポーツクラブを対象としている。

3．生涯学習プログラム編成の類型化

３-１学習活動計画段階の４編成方式の分類結果
前掲の枠組みを用いて，調査で収集された全データを４編成方式に分類したと

ころ図４．図５に示す結果となった！‘)。「単発型編成方式」と「集積型編成方
式」はおよそ半々に分けられ（図４），「事前計画型編成方式」と「各コマ自由
型編成方式」は前者が全体の約70%を占め，後者が残り約30%を占めた（図５)。
さらに単発型・集積型編成方式別に事前計画型・各コマ自由型編成方式の内訳

をみると，予めプログラムを作成しない「各コマ自由型編成方式」の割合は集積
型に比べると単発型編成方式に多く存在し，単発型編成方式全体の約40％にの
ぼっている（図６）。青少年を対象とする生涯学習プログラムは,lコマのみで
提供される場合，プログラムを作成せずに実施される傾向が強くなると言えよう。
上記の４編成方式の分類を，さらに生涯学習関連施設・機関の種類別に示した
ものが表４である。分類の結果，４編成方式の分かれ方は施設・機関の種類に
よってかなり異なることが明らかとなった。「単発型編成方式」と「集積型編成
方式」をみると，福祉関連施設や地域関連施設においては単発型が全体の約70～
80％を占めるが，社会教育施設ではその割合が約50%に減少し，さらに関係行政
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機関や民間施設にな
ると全体の約40～２0
％弱にまで減少する。
「事前計画型編成方

式」と「各コマ自由型
編成方式」についても
同様に学習施設・機
関の種類による違い
が認められる。「事前
計画型編成方式」の割
合は，地域関連施設
では約５０％弱にとど
まっているが，福祉
関連施設や社会教育
関連施設においては
全体の約７０%に増加
し，関係行政機関や
民間施設では全体の

国 |,航蜘’全データ

1m岬6魁蜘

ト薦八“％(髄）、Ａ0％

脇 照 ”
｜｜

|灘溌|羅瀧’％（ﾇ数）〔A動

事前計画型編成方
式と各コマ自由型
編成方式の割合

単発型編成方式と
集積型編成方式の
割合

図４ 図５

会データ

１m脇6は畑）

永八0％

単 発 剛 襲 栖 翻
岨 成 力 式 岨 成 方 式乳母6(1,M7)|4"6(1･270

xA3溺価)→トー慰八q諺‘(刀
！価前計l由ｊＷｌ'各コマ自１１１刷'抓前計l闇Ｉ型得コマrlIIf甲ｊ
脳 成 方 式 1 幽 成 力 式 細 成 〃 式 組 成 力 式
舐 既 （ （ 配 ) 訂 . J 6 ( 5 7 3 ) 7 8 7 % ( 1 ･ 咽 ） 飢 砂 ６ ( 配 ）

会データ

1m脇6は躯）

襲 栖 圃
岨成方式

樋郷（1.27①

学．発刷
岨成方式
乳母６（l,誼7）

斜コマ自Ih刷
幽成力式
37.認６（５画）

'抓前計l闇i覇」
細成力・式
、刃６（1,剛） ％ …

約80～90％に達して図６皇至型ﾕ蟇憧型編噂五弐別にみた事前計画型.各コマ自由型編成方式の割合
いる。学習活動の展開
にあたり，予め何らか
の学習活動計画案を表４生涯学習関連施設・機関の種類別にみた４編成方式

･Mij計画堀１
組11ﾋﾉ]｣（
６８．６

（538）
４９．１

（１０う）
67.3

（843）

各コマ1.1山形
娼成〃式
３１．４

〈246）
５０．９

（109）
３２．７

（409）
１６．５

（６８）
７．８

（６）

熟潟墜廼 １肌発く'１

埋骨
' 一 ハ ハ 、（ｎｂ０ノ
７９．７
（173）
４６．６
（591）
41.0

（185）
１５．６

（１２）

火桶頓

蝿溌
（226）
２０．３

（４４）
認.４

（676）
５９．６

（266）
別.４
（８５）

作成することは一つ
の望ましい生涯学習
プログラム編成のあ
り方と考えられる。
その視点から判断す
れば，ここで取り上
げた事例の中では，

職祉測述施!没

地域職l連施設

ﾈ１全敬ｆＴ施設

側係け政槻側

民冊』デ習施段

縄.５
（345）
９２．２

（７１）
％（鯵Ag散】ｨl::災111の,りl合は不Iﾘlを除くｌＩｈ

地域関連施設の生涯学習プログラム編成に最も改善の必要性があると思われる。

３-２準備活動段階の各類型の分類結果
準備活動について全データを分類すると図７に示すような結果となった。「準

備型」は全体の約90%強を占め，「無準備型」は約10%弱にとと､まっている。ほ
とんと､の事例において何らかの準備活動が行われていることが分かる。
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さらに「準備型」

の内訳をみると，
最 も 多 い 類 型 は
「マルチ型」であり，
全体の約４０％を占
めた。次いで「提供
者中心型」が多く
全体の約３0%強を
占める。一方，「学

|!'"8",|
：、Ａ１．４％(39）

願 辮 跣 ）
-'--獄A‘"”その他’0.9％(306）

關綴||縦頚嗣織辮|原靜囎,||雛鵬”

全データ
100.0％(2,803）

騒雌備慰
8.1％(2認）

準備型
90.5％、詔6）

脳枢備型
8.1％<228）

社会的要講中心翻
4.4％(123）

礎供番！#】心哩
３１．１％(871）

マルチ型
弼.６％（1‘082）

学課肴中心零』
５．５％(153）

及び準備型に占める図７準備型，無準備型の分類結果，
習 者 中 心 型 」 や 「 社 ５ 種 類 の 割 合
会的要請中心型」

表５生涯学習関連施設・機関の種は全体の約４～６ 段階の６類型
％と少ない割合に

機関の種類別にみた準備活動

亨蔬:-塁｣鯆息|鯛：
８．７２．９福 祉 間 連 施 設 （ 6 9 ) ( 2 3 )

３．７辿壌雌臆設湯）（８）
２．９４．３社 会 敬 育 脆 設 （ ３ ７ ） （ 5 4 ）

３ ． １ 』 - ４間 係 行 政 樋 間 （ 1 4 ） （ ３ ８ ）

０良間学習臆蕊(W)

そ別‘の|…製
１６．０１１．３
（１２７）（８９）

提 供 月
中 心 砲
Ⅱ■■■■■■■■■■■

２５．４
（201）
２１．７
（４７）
３３．４
（423）

一 Ｊ。．『

（161）

マルチ烈
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

心 ４ ｑ
ﾛﾌ゙串．４

（272）

とどまっている。
以上の結果より，
準備活動の実施さ
れる場合は「マルチ
型」か「提供者中心
型」に大きく２分さ
れる傾向にあり，
「学習者中心型』

１１．３
（８９）

８．７
（６９）

ワヨｑと Ｖ 口 凹

（５５）
１７-１
（３７）

ｑ 一 旬

１３１

（３４）
14-7
（３２）地 域 開 運 施 設

８．０
(101）

７．２
（９１）

週.且
(549）

２．９
（３７）社 会 敬 肯 確 設

３．１
（１４）

３８．６
（174）

８．２
（３７）

３．１
（１４）間 係 行 政 樋 間

脇’（6:） ０iL_且
（３９）

％（実散）
「学習者中心型』注：炎中のアンダーラインは学習施投・殿間を比岐Ｌて各翻りの占める価の最も

惑いものを意味する
や「社会的要請中心
型」のみを実施する確率は低いといえよう。
ここでは，準備活動類型についても学習施設・機関の種類別の分類を行った。

X２検定の結果，有為水準１%未満での有為差が認められた。表５は‘その学習
施設・機関の種類別の分類結果である。これを見ると「マルチ型」は，社会教育
施設での実施が最も多く，次いで民間施設，関係行政機関の順でそれぞれ全体の
約40％を占める。それらの学習施設・機関に比べると，福祉関連施設や地域関連
施設の割合は若干低くなり，全体の約30%であった。
、一方，準備活動を全く行わない「無準備型」は，地域関連施設や福祉関連施設
に多く，全体の約10～20%にのぼっている。「無準備型」は社会教育施設や関係
行政機関の場合約１0～５%未満であり，民間施設においては存在しない。ここで
の結果によれば，準備活動においても地域関連施設や福祉関連施設での実施をよ
り進める必要性が高いと考えられる。
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４生涯学習プログラム編成の規定要因

これまでに示されたように，生涯学習プログラム編成はその準備活動と学習活
動計画の違いによっていくつかの類型に分けられる。ではそのような各類型の違
いが現れるのは，一体どのような要因に強く影響されるためなのだろうか。ここ
では，それらの生涯学習プログラム編成の規定要因を，前掲の内的要因の中から
明らかにする。なお，これまでと同様に全データによる分析と共に学習施設・機
関の種類別の分析も試みる。それによって，生涯学習プログラム編成に影響を及
ぼす要因にも全データに共通して働く要因や学習施設・機関の種類によって働き
方の異なる要因が明らかになると考えるためである。

４-１４編成方式に影響を及ぼす内的要因
４-１-１編成方式に影響を及ぼす内的要因の分析結果
規定要因の分析にあたり，ここではまず編成方式別に内的要因との関連をク
ロス分析，及びｘユ検定を用いて調べた。次にX２検定の結果，有意水準５%未
満で有意差の認められる要因を説明変数とし，２つの編成方式を目的変数とし
て林の数量化理論第Ⅱ類による分析を行った。表６は，「単発型編成方式」と
「集積型編成方式」を目的変数として規定要因の種類と重みを示した分析結果
であり，表７は同様の方法で行った「事前計画型編成方式」と「各コマ自由型
編成方式」についての分析結果である。表６．表７中には，規定要因の中でも
上位５位を占める規定力の強い要因を示している。
４編成方式の場合，全データによる分析と学習施設．機関の種類別分析の双

方において判別的中率は約80%～100%であり，相関比は60%～90%強であっ
た。これは本分析で取り上げた内的要因のみによって「単発型編成方式」か
「集積型編成方式」か，また「事前計画型編成方式」か「各コマ自由型編成方
式」かを高い確率で判別可能であり，また各編成方式を分ける要因の60～90%
を説明できることを意味している。
図８と図９は，それらの結果を基に全データに働く要因と，学習施設．機関

の種類別に働くアイテム・レンジが0.1以上の規定力の強い要因を樹形図的に
表したものである。なお，図中の各学習施設・機関の種類別に働く要因は，全
データによる分析で析出された要因以外で，アイテム・レンジが0.1以上を示
す要因を規定力の強い順に示している。さらに，図中のアイテム・レンジの値
が0.2以上で特に規定力が強い要因には，下線を付加している。
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表6単発型編成方式と集積型編成方式に影響を及ぼす要因

『王:(l｜優６̅塵9中に示す各要因名の下の敬箇は､ｱｲﾃﾑ･レンジの佃である

表7事前計画型編成方式と各コマ自由型縞成方式に影饗を及ぼす要因

金 デ 一 夕

的中率：８０．３％
相間比ｇ“.４％

データ
の描咽

分枅の
用 度

旧 祉 間 埋 施 股

的中率 ;閉 9％
相間比；丙.６％

地 域 醍 連 施 投

的中率:別 .4％
姻囲比：師.６％

社 会 敬 冑 路 股

的中率ｇ腿０％
櫓間比；閃､４％

煕 仔 行 政 壊 侭

的中率９７＆８％
帽濁比：５９‘０％

民 珊 胞 【 ａ

的中率；鮪.９％
用閲比：７２９％

１位学習目樺の育蹴
０，４職

２位ｎ回活動の育障
０ . …

３位亭璽の寅竃主体
０，１閲７

‘１位学習施岐．襯珊の楯晒
０１”Ｉ

５位眼僧活動の幡切
０‘１６７１

学習目挿の町睡
0-44師

学冒内容一その他-
0.3316

醜■活動の訂蹴
O_函７

醜健i舌動の埴岨
０．１８１１

参加■則
0.1674

学 育 目 ■ の 育 庸 学 習 目 撮 の 育 竃
０ ． ４ 麹 ０ ． ４ 卸

匁 ■ 活 角 の 強 国 皿 ■ 活 勘 の 育 鷺
０ . 醐 ４ ２ ０ - 型 ８

亭貢尭寓者般匡員の酎隅亜碗活動 ･触項
- ０ ３ 酬 ０ ２ １ 的

学 盲 方 儘 一 l 3 L 合 い 学 習 万 感 一 項 飽 宜 学 刑 -
０ ． ３ 蝿 0 . 1 姻

謬 卯 ■ 剛 学 習 方 接 一 寓 習 ･ 真 彼 -
０ ２ １ 蛇 0 - 1 恥 Ｉ

学習目樋の有罵
０‘”７０

蛇■貝散
０．１銘７

硬■活動の宵曽
0.4唾

学習目揮の育舞
0 . 画
単■活踊の栖国
02859

事寅発案者一専門■-
０．１４７４

描巴助首者一なし-
０，１２１２

４-１-２全データに働く内的要因-４編成方式の場合一
全データに影響を及ぼす内的要因を調べると「単発型編成方式」「集積型編

成方式」の場合，「学習形態」「学習施設・機関の種類」「参加費用」の３要因
が規定力の強い要因である（図８）。「事前計画型編成方式」と「各コマ自由
型編成方式」の場合，「学習目標の有無」「準備活動の有無」の規定力が特に
強い。「事業の実施主体」「学習施設・機関の種類」「準備活動の種類」「学習
形態」「参加費用」の要因もある程度規定力を有する要因である（図９）。
なお，それらの全データに影響を及ぼす要因の中でも，単発型・集積型編成

方式に影響を及ぼす「学習形態」と，事前計画型・各コマ自由型編成方式に影
響を及ぼす「学習目標の有無」は特に規定力の強い要因と考えられる。それら
は，全データによる分析のみでなく，学習施設・機関別の分析においても規定
順位がほぼ第１位を占め，また要因の重みを示すアイテム・レンジの値も他の
要因と比べるとかなり大きいためである（表６．表７）。

４-１-３学習施設・機関の種類別に働く内的要因-４編成方式の場合一
さらに４編成方式に影響を及ぼす要因を学習施設・機関の種類別に分析する

と，図８．図９に示すように各学習施設・機関によって働き方の異なる要因の
存在や，いくつかの学習施設に共通する要因の存在も明らかになった。

ﾃ ｰ ﾀ 全 ﾃ - ﾀ 掘 祉 関 連 施 没 地 域 間 連 施 股 牡 会 触 冑 施 股 間 係 行 政 機 関 民 間 施 股
の柤畑

分 析 の 的 中 率 : 蝿 ９ % 的 中 率 : 胡 , ９ % 的 中 率 : ９ ２ ６ % 的 中 率 ： 8 7 . 0 % 的 中 率 2 8 9 ’ ３ % 的 中 率 : ９ ８ ‘ ５ ％柚 度 相 関 比 : ７ ４ ． ８ % 相 関 比 ： ７ ７ ． ６ % 相 間 比 : 7 9 . 8 % 帽 間 比 ； 犯 ８ % 相 間 比 ： 即 ’ １ % 相 関 比 : 配 ７ ％
学習形態大会･岨技会豆学習形睡一クラブ活動一学習形態一大会・仙技金一
０ . 甥 ４ 0 . 3 ” ０ ． ９ ７ ３ ７

学習形態一因座 ･軟寓一学冒形睡胡座 ･飲室一学習形態一野外活動・見学 -
０ ． ２ 万 １ ０ . 謁 浬 ０ ． ８ １ “
皿 ■ 孟 動 の 岨 晒 学 冒 形 睡 発 農 会 ･ 展 示 会 一 学 習 方 法 一 見 学 ･ 腺 行 -
０ . 翌 1 0 0 . … ０ . 趣 １

学習影鯉一挽潰会・医寅合一弧■店助の轍晒学習内容一野外活動一
Ｑ ｌ 爵 １ ０ . 錘 ２ 0 , 4 細

学冒内容一 ｽ采一ツー学習形態一大会 ･峻技会一学習吟間帯一宮旧-
ｑ １ 種 ０ ２ １ ６ １ ０ ， ３ 銘 1
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まず単発型と

集積型編成方式
に影響を及ぼす
各学習施設・機
関別の規定要因
を比較すると，
「学習内容」「学
習方法」などの学
習関係要因が全
学習施設・機関
であげられてい
る。「学習内容」
「学習方法」は，
学習施設・機関
の違いによらず
単発型・集積型
編成方式に影響
する，ある程度
規定力の強い要
因と考えられる。
表８は，分析結

果を基にさらに単
発型・集積型編
成方式に働く内
的要因数を，内
的要因群別にま
とめた結果であ
る。それによる
と，単発型・集

１率型型鯉
く働に→罐デ翌

週
皿

全
堂
堂
垂

Ｉ＝地域関連施設に働く要因一
挙稗'1洲Ｈ'19党対数骨
屯備活動の穐帥
挙習ノ〃上
聡騒員散
学習万渋
学習｢1標のf1.唾

ｌ
２
３
４
-
ａ
ｄ
Ｉ

-
一関係行政槻関に■＜要因一
1.Eg緬極g懇１
４生習内葬
１瓢英対象者
1.指導助高音の穐勲

2学習内奔
&弧笈対象者
4.指導助高音
5,実施曜日
6.蜘礎発吏荷
7.鞍習方法

＆準備活動の骨.曝
-

躍蟹に蕊綱一
〈要因一

１

２

３

４

｜単発型図成方式’｜纂繍型ﾛ成方式｜
図８単発型編成方式と集積型編成方式に影響を及ぼす

内的要因

社会教育施設に■<要因
学習方法
誕英発寅旨
獅更対敷腎
挙習内容

関係行政機関に白く要因‘胤鷲発案苫
指蔀助言智

民閣施股に白く要因
職員数屍 可 一 一１、 １

｜事前叶画型轡成方式’｜書ｺﾏ創適型轡成方式｜
図９事前計画型編成方式と各コマ創造型編成方式に

影響を及ぼす内的要因

積型編成方式の規定要因中に占める学習関係要因数の割合は，いずれの学習施
設・機関においても最も高いことが分かる。そのように規定要因数の面からみ
ても，単発型・集積型編成方式には学習関係要因の影響が強く働いていると言
えよう。
さらに民間施設の場合，単発型・集積型編成方式は学習関係要因のみに規定

され（表６．表８），事前計画型・各コマ自由型編成方式は「学習目標の有
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表８内的要因群別，学習施設・機関の種類別に
みた単発型・集積型編成方式に影響を及ぼ
す内的要因数

無」と「総職員数」の２
要因のみに規定されてい
る（表７）。民間施設はそ
のように，他の学習施設
・機関に比べて数少ない

内的要因に規定されるこ
とが分かる。また，分析
結果の精度を示す判別的
中率や相関比は，全施設

孟罵塁亀 全 体 癌祉施設 地域施設 社会敬脅 行政概閲 民間施設

人 的 要 因 ０ ３曲 ３ ４ ０
物 的 要 因 １ ０ 0０ 【1１ 0
財政的要因 １ １ １ １ 0
学習関係嬰因 ３ ８ ８ ９ 10 ８
その他の要因 Ｉ １ ２ １ ０
合計要因数 ５ 1２ 1４ 1４ 1６ ８
注:表中の鋸散は‘ｱｲﾃﾑ･ﾚﾝｼが0.1以上の規定樫閃を麺解ＭＩＩにﾅ滋し,合計した値である

・機関中で最も高いことより，民間施設のそれらの内的要因は特に強い規定力
を有すると考えられる。

４-２準備活動の類型に影響を及ぼす内的要因
４-２-１準備型の類型に影響を及ぼす内的要因の分析結果

４編成方式に影響を及ぼす内的要因は，準備活動にも何らかの影響を及ぼし
ているのだろうか。ここではまず準備活動を行う「準備型」とそれを行わない
「無準備型」についてこれまでと同様の方法で分析を行った。
表９はその分析結果である。図10はその結果を基に規定力の強い要因をこれ

表９準備型と無準備型に影密を及ぼす要因

表１０マルチ型とマルチ型以外の準備型に影審を及ぼす要因
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までと同様の形で
示 し た も の で あ
る。なお，ここでは
民間施設に「無準
備型」が存在しない
ため（表５），「準
備型」と「無準備
型」に影響する要因
分析から民間施設
は除かれている。
表10は，さらに
「準備型」の中で
も学習者中心型，
社会的要請中心型，
提供者中心型，そ
の他の型から２種
以上の多様な準備
活動を行う「マルチ
型」と「マルチ型以
外の型」に影響を及
ぼす要因の分析結
果である。ここで
いう「マルチ型以外
の型」とは，前掲の
分析方法で述べた
ように，表２に示
される類型の内，
計４型（学習者中
心型，社会的要請
中心型，提供者中

-社会軟育魔投に■<要因
1.齢団姓數
２正規輯凸数
3.参加費用
4術弾助言者の種顛

-関係行政樋関に働く要因
1.学習形態
Ｚ参加費用
ａプログラム作成の有鱈

｢雨̅雨̅河「扉雨１
図１０準備型と無準備型に影響を及ぼす内的要因

一民川施時に■<要因
1.鯵由昌散
Ｚ旗導助寓者の轍顯
3.正I側廟必暫
４寛施曜日

-地域関埠歳齢に色<要因
1.陸、邑數
２矩塊助言肴の穐顛
ａ実施曜日
4術導助急行の唖顛

-福祉関淳庫蹄に■〈要因
１.学淵時間帯
2.学習回数
ａｉ正規局員散

|マルチ型ｌｌﾏﾙﾁ型以外の型’
ｕ I ム ニ エ ニ 、 』 ロ ロ 1 図１１マルチ型とマルチ型以外の型に影響を及ぼす
心 型 ， 社 会 的 要 請 内 的 要 因
中心型，提供者中
心型，その他の型）を意味している。図l1は，分析結果を基に「マルチ型」と
「マルチ型以外の型」を分ける規定要因を樹形図的に示したものである。ここ
でそのような分析を行ったのは，準備活動の中でも多様な準備活動の実施に影
響を及ぼす要因の一端を明らかにしたいと考えたためである。
準備活動の要因分析においても，判別的中率は約80～90％と高い値を占めた。



生涯学習プログラム編成の類型とその規定要因１０３
一方，相関比には多少ばらつきが見られた。従って，ここではそのような分析
結果の精度を踏まえた上で，各要因の規定力を見ることにしたい。

４-２-２全データに働く内的要因一準備活動の類型の場合一
分析結果によれば「学習施設・機関の設置主体」「事業の実施主体」「学習

施設・機関の種類」「学習目標の有無」の４要因は，「準備型」か「無準備
型」かに影響する全体に働く規定力の強い要因である（表９．図10)。特に
「学習施設・機関の設置主体」「事業の実施主体」の２要因は，規定力の強い
要因である。
「マルチ型」と「マルチ型以外の型」の分析結果についてみると（表10),

「学習施設・機関の設置主体」「事業の実施主体」「事業発案者」の規定力が
特に強い。次いで「事業対象者」「学習施設・機関の種類」や，「学習内容ｊ
「学習形態」「学習方法」などの学習関係要因，「プログラム作成の有無」や
「参加費用」などのその他の要因や財政的要因の計10要因が上げられた（図
１０)。多様な準備活動を行う「マルチ型」を実施するか否かは，内的要因中の
全要因群に含まれる，多種多様な要因に影響されていると言えよう。なお，特
に「学習施設・機関の設置主体」や「事業の実施主体」の２要因は，表９．表
１０の両分析において上位に析出され，また規定力も強いことから，準備活動に
影響を及ぼす重要な要因と考えられる。

４-２-３学習施設・機関の種類別に働く内的要因一準備活動の類型の場合一
学習施設・機関の種類別に準備活動に影響を及ぼす要因を比較すると，さら

にいくつかの特徴が明らかになった。
各学習施設を比較すると，準備活動の有無や多様な準備活動を実施するか否

かは，学習施設・機関内の人的要因に強く規定されると言える。表９をみると，
地域関連施設，社会教育関連施設共に第１位は「総職員数」であり，福祉関連
施設においても第１位は「指導助言者の種類」といった人的要因である。さら
に表10の規定要因をみても学習施設・機関別の第１位の要因は，全て「事業対
象者の種類」「指導助言者の種類ｊ「事業発案者の種類」「総職員数」などの
人的要因であることによる。
準備活動の実施にあたっては，どのような準備活動を行うにしてもまずその

作業に取り組む人材が必要である。従って施設内にどの程度の職員数が存在す
るかが影響を及ぼすことが理解できるであろう。しかし，ここでの分析によれ
ば多様な準備活動を実施するためには．さらに事業対象者，指導助言者，事業
発案者なども強く影響することが明らかとなった。これは，それらのさまざま
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な人的側面の条件にも充 表１１内的要因群別，学習施設・機関の種類別
分に配慮しなくては，多にみたマルチ型・マルチ型以外の型に影

響を及ぼす内的要因数
様な準備活動の実施は望
めないことを意味してい
ると考えられる。
学習施設・機関によっ

て特徴的な要因としては，
「準備型」と「無準備

鳶愈亀さ 民間施設行政捌閲福祉施設 地域施設 社会敦肯令 体

人 的 涯 凶 ４ ５ 4 5 ３ ９
物 的 湧 因 2 0 0 0 ０ ０
財 政 的 要 因 1 0 0 0 0
学 習 関 係 要 因 3 7 3 ６ ４ ７
そ の 他 の 要 因 l O O O O
合 計 要 因 数 １ １ １ ３ １ ７ １ １ １ ８ １ １ ６

型」に影響を及ぼす社会注:過‘#'の笥壁h;ｴｱｲﾃﾑ・ﾚﾝｼがq1以Lの睡雀wを野』廓別に蝿し､合計した髄である．
教育施設や関係行政機関の「参加費用」や，関係行政機関の「プログラム作成
の有無」があげられるだろう。これは公的施設・機関といえども準備活動の実
施にはやはりある程度の財政的裏付けが必要であることを示している。なお関
係行政機関では，プログラムを作成しない場合に準備活動も実施されない傾向
にあり（7'，特にその作成の必要性が高いと考えられる。
表１１は，準備活動に影響を及ぼす規定力の強い要因を，各要因群別にまとめ

た結果である。これをみると，いずれの学習施設・機関においても「マルチ
型」と「マルチ型以外の型」に影響する規定力の強い要因は，人的要因と学習
関係要因の２要因群に数多く含まれることが分かる。多様な準備活動の実施に
は，前述の人的側面について充分に配慮すると同時に，いかなる学習方法，学
習内容，学習形態で学習活動を計画するかといった学習関係面も充分に考慮す
る必要があると考えられる。

5．おわりに

本研究は，生涯学習プログラム編成を準備活動と学習活動計画の違いによって
類型化し，学習施設・機関の種類別に生涯学習プログラム編成に影響を及ぼす内
的要因の分析を行った。その結果，生涯学習プログラム編成に影響を及ぼす要因
には，全体に働く要因と学習施設・機関によって働き方の異なる要因の存在する
ことが明らかとなった。
全体に影響を及ぼす規定力の強い要因としては，４編成方式の場合の「学習形

態」「学習目標の有無」「学習施設・機関の種類」「参加費用」「準備活動の有
無」などの計５要因があげられ，準備活動類型の場合「学習施設・機関の設置主
体」「事業の実施主体」「事業発案者」などの要因が析出された。なお準備活動
の実施に関しては，人的要因と学習関係要因に規定力の強い要因が多く存在する
ことも示された。学習者にとってより望ましい学習プログラム編成を行うために
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は，それらの内的要因に充分配慮しつつ，生涯学習プログラム編成の諸作業に着
手する必要があると言えよう。
なお，ここでの青少年対象の事例における４編成方式の分析結果を，筆者がこ

れまでに試みた成人対象の事例の分析結果と比較すると，成人対象の場合には
「学習の総時間数」や「学習方法」といった学習関係要因に強い規定力が認めら
れたが，「学習形態」や「学習目標の有無」には，規定力が殆と認められなかっ
た(8)。さらに民間施設の場合，成人対象の事例では，数多くの内的要因に強い
規定力が認められた(9)。そのように，生涯学習プログラム編成に影響を及ぼす
要因は，学習対象者の違いによっても規定要因の種類や要因数などに異なる側面
があると考えられる。従って，ここであげられた規定力の強い要因は，ひとまず
青少年対象の場合の特徴と捉えることが妥当であろう。それらの要因が他の学習
対象者の場合にも強く働くか否かの判断は，今後のさらなる分析を試みる必要が
あると思われる。
最後に，本研究の今後の課題を述べることにしたい。まず生涯学習プログラム

編成に影響を及ぼす要因は，ここで取り上げた内的要因以外にも存在すると考え
られる。例えば，学習施設を取りまく自然環境的要因や，地域の社会環境的要因
などである。今後はそのような学習施設外の要因についても分析を試みたい。ま
た，上述のように，学習対象者別の生涯学習プログラム編成の分析やその比較を
行う必要もあると考えられる。
さらに，ここでは生涯学習プログラム編成の準備活動に「学習施設・機関の設

置主体」や「事業の実施主体」が強く影響することが示されたので，今後はより
個別的な研究として，学習施設の設置主体が同じであっても，事業の実施主体が
異なることによって準備活動がどのように異なるかなどをより詳細に探ることな
ども本研究に残された今後の課題と考えられる。

注記・参考文献
(1 )拙稿「生涯学習プログラム編成とその規定要因-その２」（筑波大学社
会教育学研究室『生涯学習の研究』平成３年)pp.６３-８６を参照。本研究にお
いては，生涯学習プログラムを学習者に与えられる学習経験の総体とみなし，
生涯学習プログラム編成を複数の構成要素からなる生涯学習プログラムを調和
的かつ有機的総一体として組織化する作業ととらえることとした。これは生涯
学習プログラムを一つの有機的システムととらえることを意味している。生涯
学習プログラム及び，生涯学習プログラム編成の概念規定の詳細についても，
前掲「生涯学習プログラム編成とその規定要因一その２-」参照。
なお，本稿でいう「生涯学習プログラム編成」は，拙槁「生涯学習カリキュ
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「プログラム」という語を用いる場合，それを学習活動の展開に先立ち予め作
成される学習目標，学習内容，学習方法や講師名などを記述した学習活動計画
案を意味するものとし，「生涯学習プログラム」と区別している。
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して実施されたものである。調査の詳細は，東京都立教育研究所「生涯学習関
連施設のカリキュラム編成に関する基礎的研究一青少年対象事業調査を通し
て-」1995年参照。

(4)林の数量化理論第Ⅱ類は，判別・予測分析および要因分析のための質的デー
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平成５年)，「東京のスポーツ・レクレーション施設」（東京都教育委員会編，
平成５年)，「東京都児童館・学童クラブ」（東京都児童会館編，平成４年)，
「社会福祉施設等一覧」（東京都福祉局編，平成５年），「全国民間カル
チャー事業所名簿」（全国民間カルチャー協議会編，平成３年)，「東京都商
業スポーツクラブ施設一覧」（東京都教育委員会編，平成２年）

(6)本研究における類型の分類は，各学習施設・機関の担当者による調査の回答
結果に基づいて行われている。

(7)各要因の働き方は，分析の結果算出されるカテゴリースコアを見ることで判
断が可能である。関係行政機関の場合，「プログラムの作成の有無」はそれを
作成する場合に準備活動を実施する方向に働いている。

(8)前掲「生涯学習プログラム編成とその規定要因一その２-」参照。
(9)前掲「生涯学習プログラム編成とその規定要因-その２-」参照。


